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子ども・子育て支援対策調査特別委員会報告資料 

令和２年７月７日 

件 名 足立区子ども施設指定管理者の評価結果について 

所 管 部 課 名 子ども家庭部子ども施設運営課 

内 容 

子ども施設指定管理者１７施設の平成３０年度業務について、足

立区子ども施設指定管理者評価委員会（以下「委員会」という。）

による評価を行ったので報告する。 

 

１ 主な業務内容 

（１）保育事業の実施に係る業務 

（２）施設の維持管理に関する業務 

 

２ 評価対象期間 

  平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

 

３ 施設名称及び評価結果等（満点１８０点）  （評価点数順） 
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※評価項目及び評価基準は、別添の評価結果資料を参照 

評価基準 

Ａ＋ １７０以上 

Ａ 
１７０未満～ 
１５３以上 

Ａ－ 
１５３未満～ 
１４４以上 

Ｂ＋ 
１４４未満～ 
１３５以上 

Ｂ 
１３５未満～ 
１１７以上 

Ｂ－ 
１１７未満～ 
１０８以上 

Ｃ １０８未満 
 

４ 委員会委員構成（計６名） 

種  別 氏  名 役  職  等 
学識経験者 
（ 有 識 者 含

む） 

田代 惠美子 
明治学院大学心理学部 
教育発達学科 特命教授 

鈴木 欽哉 公認会計士 

関係団体代表 
北島 小夜子 足立区民生・児童委員 
高𣘺𣘺 將郎 青少年委員 

区職員 
松野 美幸 子ども家庭部長 
川口 真澄 待機児対策室長 

 

５ 評価方法 

   委員会での提出資料の確認及び実地調査により実施。 

   ＜確認資料＞ 

１ 基本協定書 10 会計経理 
２ 年度協定書 11 サービスの評価 
３ 保守・点検完了報告書 12 保育の基本原則 
４ 施設・設備点検完了報告書 13 全体・長期・短期計画 
５ 防災への配慮 14 小学校との連携 
６ 防犯への配慮 15 食育計画 
７ 事故への対応 16 保健計画 
８ 個人情報取扱い 17 乳幼児突然死症候群 
９ 職員研修 18 調理衛生管理 

合格 
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６ 委員会での主な意見と対応等 

（１）保護者アンケートの回収率（平均７３．９％）を上げる工

夫をお願いしたい。 

対応策：回収率が低い保育園に対して、保護者に提出を呼

びかける等、回収率向上に努めていただくよう、

助言する。 

（２）より人権に配慮すべき点が見受けられるため、教育・保育

の質ガイドラインを活用した研修を実施し、実践させるこ

と。 

実践例・おむつ交換やトイレでの排泄時に他者の視線を遮る。 

・不必要に大きな声で声かけをしない。 

・一口の量は咀嚼や飲み込みの状況を見て加減する。 

・食事の途中で眠くなってしまったら無理に食べさせ

ない。 

対応策：今後、保育施設内で「足立区教育・保育の質ガイドラ

イン」の保育実践振り返りシートを使用した自己評

価を実施するなど、子どもの人権への意識を高める

よう働きかけていく。 

 

７ 評価結果の公表 

足立区ホームページに令和２年７月上旬掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 題 点 

今 後 の 方 針 

 

 

今回の評価結果を指定管理者に説明し、今後の業務改善につな

げていくよう指導する。 
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子ども・子育て支援対策調査特別委員会報告資料 

令和２年７月７日 

件 名  小規模保育事業、家庭的保育事業への支援について 

所 管 部 課 名 子ども家庭部子ども施設入園課 

内 容 

 令和２年度、私立認可保育所の開設（２０園）の影響を受け、小

規模保育事業、家庭的保育事業の入所率が例年に比べ低下している

ことから、以下のとおり各事業者への支援を行う。 

 

１ 入所率 

 平成３１年４月 令和２年４月 

小規模保育事業 ７８％ ６３％（△15 ﾎﾟｲﾝﾄ） 

家庭的保育事業 ７６％ ６２％（△14 ﾎﾟｲﾝﾄ） 

 

２ 小規模保育事業への支援 

  ０歳児は年度途中での保育需要が高く、引き続き定員を確保す

る必要があるため、欠員による人件費の不足等の経費を補助する

ことで、事業者の運営負担を軽減し安定的に運営できるように支

援する。 

（１）要件 

  ア ０歳児の入所率が８０％未満 

  イ ０歳児の定員が６人以下 

（２）補助内容 

０歳児の欠員１名につき、公定価格の基本分単価の２分の１

の額を補助する。 

  ア Ａ型（保育士１０割） 月額１２２，６８５円 

  イ Ｂ型（保育士６割以上）月額１０２，３５５円 

（３）補助期間 

   ４～９月までの６か月間（最長３年）。 

 

３ 家庭的保育事業への支援 

受託児が０名の場合には、運営費が支給されず事業継続が困難

になることから、保育施設の維持管理経費及び保育従事者等の人

件費を一部補助することで、家庭的保育事業者が児童の受入れ体

制及び保育の質を確保できるよう支援する。 

（１）要件 

受託児０名の家庭的保育事業者 

 ※令和２年４月：１４名（平成３１年４月：６名） 
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（２）補助内容 

  ア 保育施設維持管理経費 

    月額８７，５００円（公定価格基本分単価の２分の１） 

  イ 保育従事者等雇用経費 

    月額７２，０００円 

（３）補助期間 

   通年とし、最大延べ６か月とする（最長３年）。 

 

４ その他 

認証保育所においては、新型コロナウイルス感染症に伴う臨時

休園等により発生した保護者の保育料の一部を補填している。 

このため、保育事業者が負担した保育料について、東京都の補

助金（補助率１／２）を活用し支援する。 

なお、補助期間は、令和２年４月以降で、区が臨時休園または

登園自粛を要請した期間とする。 

問 題 点 

今 後 の 方 針 

小規模保育事業・家庭的保育事業ＰＲ動画の制作や保育施設利用

申込者へあっせんを行い、入所率の向上を図る。 
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子ども・子育て支援対策調査特別委員会報告資料 

令和２年７月７日 

件 名  令和２年４月１日の保育所等利用待機児童の状況について 

所 管 部 課 名 
待機児対策室 待機児ゼロ対策担当課、子ども施設整備課 

子ども家庭部子ども施設入園課 

内 容 

１ 令和２年４月１日現在待機児童数 ３人（前年比１２０人減） 

                              （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 足立区認定家庭的保育を含む。 

※２ ｢育児休業延長のための申込み｣であることを確認した場合または、入所

できたら復職することの同意書の提出がない場合。 
※３ 区が他に利用可能な保育所等の情報の提供を行ったにも関わらず、特定

の保育所等を希望し、待機している場合。 

２ 年齢別待機児童数（各年４月１日現在）      （単位：人） 

 0 歳児 1 歳児 2 歳児 3 歳児 4 歳児 5 歳児 計 

令和 2 年 0 3 0 0 0 0 3 

平成 31 年 36 72 10 4 1 0 123 

前年との差 36 減 69 減 10 減 4 減 1 減 増減なし 120 減 

 

 

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4･5歳児 計

認可保育所 865 1,955 2,220 2,326 4,636 12,002

認定こども園 2 34 58 89 250 433

小規模保育 47 140 127 - - 314

家庭的保育※１ 31 133 140 - - 304

公設認可外 3 19 26 21 33 102

認証保育所利用 7 37 10 - - 54

幼稚園利用 - - - 1 3 4

企業主導型保育利用 - 15 2 - - 17

育児休業※２ 20 78 3 - - 101

私的理由※３ 23 97 11 1 1 133

求職活動休止 - 3 1 - - 4

0 3

国
定
義
に
よ
り
待
機
児
童

か
ら
除
外
し
た
児
童
数

待機児童数

[Ａ] - [Ｂ] - [Ｃ]
0 3 0 0

4,919 13,155

除外した児童数

合　計 [Ｃ]
50 230 27 2 4 313

2,438 4,923 13,471

保
育
施
設
在
園
児
数

保育施設在園児数

合　計 [Ｂ]
948 2,281 2,571 2,436

申込者数 [Ａ]
(継続利用児含む)

998 2,514 2,598
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３ 申請事由別待機児童数の推移（各年４月１日現在） 

フルタイム就労世帯の待機児童数は０人となった。 
                              （単位：人） 

申請事由 H27 H28 H29 H30 H31 R2 

就労中(フルタイム) 93 88 103 51 42 0 

就労中(パート) 97 89 110 68 42 1 

求職中 110 112 137 77 35 1 

その他 22 17 24 9 4 1 

合 計 322 306 374 205 123 3 

 

４ ブロック別待機児童数（各年４月１日現在）    （単位：人） 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 保育需要率の推移 

保育を必要とする児童が全体に占める割合を示す「保育需要

率」は、前年比２．７ポイント増の４７．４％となった。 

年齢区分別では、１・２歳児が前年比４．３ポイント増の  

５６．６％と高い伸びを示した。一方、０歳児の伸びは前年比

０．１ポイント増の２４．２％となり、２年連続でほぼ前年並み

の割合にとどまった。  

令和２年４月１日現在 

年齢区分 
人口 ① 

（単位：人） 

保育需要数②

（単位：人） 

保育需要率 

③（②/①） 
前年比 

0 歳児 4,528 1,096 24.2% 0.1 ﾎﾟｲﾝﾄ増 

1・2 歳児 9,887 5,594 56.6% 4.3 ﾎﾟｲﾝﾄ増 

3～5 歳児 15,563  7,526 48.4% 2.3 ﾎﾟｲﾝﾄ増 

全 体 29,978 14,216 47.4% 2.7 ﾎﾟｲﾝﾄ増 

 

 

R2 H31 R2 H31

1 千住地域 0 11 8 保塚・六町地域 0 5

2 江北・新田地域 0 3 9 花畑・保木間地域 0 1

3 興野・本木地域 0 14 10 竹の塚地域 0 4

4 梅田地域 0 11 11 伊興・西新井地域 0 25

5 中央本町地域 0 4 12 鹿浜地域 3 13

6 綾瀬地域 0 11 13 東伊興・舎人地域 0 10

7 佐野地域 0 11 3 123

ブロック ブロック

区全体
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【参考】保育需要率の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 今後の整備予定 

開設予定 整備内容（整備地域） 定員※ 

令和３年４月 
小規模保育 １施設 

 (千住一丁目地区市街地再開発事業内) 
１９人 

※ 定員は事業者の提案による人数を計上した。 

 

【参考】待機児童数及び保育定員数の推移（各年４月１日現在） 
                          （単位：人） 
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７ その他 

令和２年４月 1 日現在の入所状況、ブロック別定員受入可能数

及び待機児童数の集計方法等は、Ｐ１１～Ｐ１３のとおり。 

問 題 点 

今後の方 針 

幼児教育・保育無償化や景気後退等の影響を的確に把握するため

令和２年度以降も地域ごとの保育需要の状況を詳細に分析し、令和

３年４月の待機児童解消に向けて必要な施策を検討・実施する。 

また、令和２年度中に保育定員の需給調整に関する計画を策定す

る。 
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１．令和２年４月１日現在の年齢別入所状況

①特定教育・保育施設（２号認定・３号認定）
（単位：人）

0歳 1歳 2歳 3歳 4･5歳 計 0歳 1歳 2歳 3歳 4･5歳 計 管外委託
（再掲）

公立 27 126 370 482 568 1,204 2,750 98 342 435 494 1,088 2,457 14

公設民営 14 81 204 271 295 613 1,464 69 204 255 280 578 1,386 2

私立 112 817 1,425 1,684 1,976 4,008 9,910 698 1,409 1,530 1,552 2,970 8,159 32

小　計 153 1,024 1,999 2,437 2,839 5,825 14,124 865 1,955 2,220 2,326 4,636 12,002 48

幼保連携型 2 － 25 32 42 95 194 － 12 23 31 81 147 －

保育所型 1 － 13 14 15 34 76 － 13 14 15 29 71 －

幼稚園型 4 9 18 33 92 146 298 2 9 21 43 140 215 3

小　計 7 9 56 79 149 275 568 2 34 58 89 250 433 3

－ － － － － － － － － － 1 3 4 －

160 1,033 2,055 2,516 2,988 6,100 14,692 867 1,989 2,278 2,416 4,889 12,439 51

他自治体へ委託[再掲] － 8 10 7 26 51

他自治体から受託[別掲] 1 8 14 11 23 57

②特定地域型保育事業（３号認定）
（単位：人）

0歳 1歳 2歳 3歳 4･5歳 計 0歳 1歳 2歳 3歳 4･5歳 計 入所率

28 137 174 188 － － 499 47 140 127 － － 314 62.93%

128 80 229 152 － － 461 30 125 134 － － 289 62.69%

156 217 403 340 － － 960 77 265 261 － － 603 62.81%

他自治体へ委託[再掲] － － 1 － － 1

他自治体から受託[別掲] 1 5 4 － － 10

③認可外保育施設
（単位：人）

0歳 1歳 2歳 3歳 4･5歳 計 0歳 1歳 2歳 3歳 4･5歳 計 入所率

3 6 25 31 23 48 133 3 19 26 21 33 102 76.69%

10 4 15 7 － － 26 1 8 6 － － 15 57.69%

36 248 352 339 121 58 1,118 130 292 294 51 88 855 76.48%

－ － － － － － － 4 6 4 5 6 25

－ － － － － － － 14 66 75 12 5 172

－ － － － － － － － 1 1 － － 2

49 258 392 377 144 106 1,277 152 392 406 89 132 1,171

入所数（委託を含み受託を含まない）

公設民営認可外

　定員 入所数（委託を含み受託を含まない）

認
可
保
育
所

認
定
こ
ど
も
園

合　計

　定員 入所数（委託を含み受託を含まない）

施
設
数

施
設
数

家庭的保育

幼稚園

小規模保育

合　計

　定員

(区認)家庭的保育

認証保育所

認証保育所(区外)

合　計

施
設
数

企業主導型(区外)

企業主導型



  12

２．ブロック別定員受入可能数

（単位：人）

受入
可能数

施設数 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４･５歳

１ブロック (千住地域) 47 49 59 66 81 181 436

２ブロック (江北・新田地域) 29 43 33 34 62 155 327

３ブロック (興野・本木地域) 24 16 8 12 33 56 125

４ブロック (梅田地域) 30 18 11 23 38 97 187

５ブロック (中央本町地域) 28 38 11 31 32 76 188

６ブロック (綾瀬地域) 45 56 16 26 90 149 337

７ブロック (佐野地域) 20 20 7 6 39 113 185

８ブロック (保塚・六町地域) 30 14 5 30 31 66 146

９ブロック (花畑・保木間地域) 16 16 12 18 24 52 122

１０ブロック (竹の塚地域) 25 22 23 23 17 55 140

１１ブロック (伊興・西新井地域) 25 37 12 15 28 67 159

１２ブロック (鹿浜地域) 19 8 4 7 21 60 100

１３ブロック (舎人・東伊興地域) 27 25 28 17 34 89 193

合　計 365 362 229 308 530 1216 2,645

【参考】施設種別ごと受入可能数

（単位：人）

施設数 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４･５歳 合計

153 164 46 208 493 1,147 2,058

7 － 13 10 21 40 84

28 88 37 53 － － 178

128 39 86 13 － － 138

10 2 7 － － － 9

3 3 6 5 2 15 31

36 66 34 19 14 14 147

365 362 229 308 530 1,216 2,645

公設認可外

認証保育所

合　計

保育施設空き状況
（認可保育所、認定こども園、小規模保育、家庭的保育、
足立区認定家庭的保育、公設認可外保育所、認証保育所）

※｢定員受入可能数｣は、各保育施設の｢空き定員数｣を示す。
※認証保育所以外は、令和2年5月入園分の募集人数

足立区認定家庭的保育

認可保育所

認定こども園

小規模保育

家庭的保育
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【参考】待機児童数の集計方法

（単位：人）

令和2年
4月1日

平成31年
4月1日

316 469

認証保育所・企業主導型保育事業・私立幼稚園を利用している 75 116

「育児休業延長のための申込み」であることを確認した場合ま
たは、入所できたら復職することの同意書の提出がない場合

101 93

特定の保育所等を希望し待機している場合
（ア＋イ＋ウ）

133 137

ア 保育施設利用申込書に第１希望の施設のみ記入している 59 80

イ 管外の保育施設のみを希望している 3 0

ウ 自宅の近く(概ね半径1㎞以内)に利用可能で空きがある「認可保
育所」、「小規模保育」、「給食を提供する家庭的保育(保育マ
マ)」又は、「認証保育所※」 があるが希望していない

71 57

保護者が求職活動を休止していることを確認した場合※ 4 －

313 346

3 123

（4）

２.待機児童数に含めない児童　②　（（1）+（2）+（3）+（4））

３.待機児童数　③　（①-②）

※ 令和2年4月1日調査から追加

１.不承諾児童数（転園申請・取り下げ等を除いた数）　①

（1）

（2）

（3）

項　　目
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